
三重県農業研究所共同研究実施要領 

 
（目 的） 
第１条 この実施要領は、三重県農業研究所共同研究要綱（以下「要綱」という。）に定

める共同研究の実施に際して必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（用語の定義） 
第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
一 「研究所」とは、三重県行政組織規則第６２条により設置される試験研究機関であ

る農業研究所をいう。 
二 「研究所長」とは、共同研究を実施する前号に定める研究所の長をいう。 
三 「共同研究者」とは、研究所と共同研究を実施する国、大学法人、独立行政法人、

地方公共団体、公益法人及び企業等（以下「法人等」という。）の県行政機関以外の法

人、団体をいう。 
四 「共同研究者の指定する者」とは、共同研究者のグループ企業又は共同研究者が生

産もしくは製造を委託する者等を指し、研究所と共同研究者が協議のうえ、共同出願

契約又は実施契約等で定める者をいう。 
五 「技術知識」とは、知見、データ、ノウハウ、図面、計画等の研究所と共同研究者

との間で共有した全ての技術的情報のうち、共同研究開始前の協議により開示された

もの及び共同研究により創出されたもの（ただし、開示を受けた時点ですでに公知で

あったもの又は既に自己が保有していたことを証明できる情報を除く。）をいう。 
六 「研究成果」とは、本共同研究に基づき得られたもので、第１５条に従って作成さ

れる共同研究報告書において成果として確定された本共同研究の目的に関係する発明、

考案、意匠、ノウハウ等の技術的成果をいう。 
七 「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。 

イ 特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権、実用新案法（昭和３４

年法律第１２３号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和３４年法律第１２５号）

に規定する意匠権、商標法（昭和３４年法律第１２７号）に規定する商標権、種苗

法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権及び外国における上記各権利に

相当する権利（以下、「特許等」という。） 
ロ 特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受け

る権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、商標法に規定する商標登録出願

により生じた権利、品種登録を受ける権利及び外国における上記各権利に相当する

権利（以下、「特許等を受ける権利」という。） 
ハ 秘匿することが可能な技術情報であって、かつ、財産的価値のあるものの中から、

第２３条の規定に基づき特定するもの（以下、「ノウハウ」という。） 
八 「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象とな

るものについては考案、意匠権の対象となるものについては創作、商標権の対象とな



るものについては商標並びに育成者権の対象となるものについては育成をいう。 
九 知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第 ２
条第３項に定める行為、意匠法第２条第２項に定める行為、商標法第２条第３項に定

める行為、種苗法第２条第５項に定める行為、並びにノウハウの使用をいう。 
 
（共同研究の区分） 
第３条 要綱第２条に規定する共同研究は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 
 一 研究所が行う研究開発を効果的、効率的に進めることを目的に、実施する共同研究

（研究促進型） 
 二 研究所が有する研究成果・技術等を活用・発展させることを目的に、実施する共同

研究（シーズ活用型） 
三 共同研究者の技術課題の解決等を目的に、研究所が保有する研究成果、知見及び設

備等を活用して実施する共同研究（ニーズ対応型） 
２ 共同研究では、共同で技術的課題に取り組むものとし、既に製品又は商品となってい

るものの性能又は効能の評価を目的とするものは対象としない。 
 
（募 集） 
第４条 研究所長は、前条第１項の各号に区分される共同研究を実施しようとするとき、

公募要領（共同研究申請書を含む。）を作成し、共同研究者を公募するものとする。た

だし、大学法人、独立行政法人等の公的試験研究機関が共同研究者となる場合は、こ

の限りではない。 
２ 公募要領において、別表第１に掲げる項目を定める。ただし、別表第１第四号、第九

号及び第十三号は、必要に応じて定める。 
３ 別表第１第八号に掲げる審査基準は、別表第２に掲げる審査基準のうちから、必要に

応じて定める。 
４ 研究所長は、募集締切日の前日から起算して１０日前までに公募要領を公表しなけれ

ばならない。 
 
（研究費の負担区分） 
第５条 研究所長は、第３条第１項第二号及び第三号に区分される共同研究を実施する場

合、共同研究者に対して、研究所が分担する共同研究に要する経費について、別表第３

のとおり負担させるものとする。 
２ 共同研究者は、自らが分担する共同研究に要する経費は、原則として自ら負担するも

のとする。 
 
（申 請） 
第６条 共同研究に応募しようとする者（以下「申請者」という。）は、公募要領に従っ

て共同研究申請書及び誓約書を作成し、期日までに研究所長に提出しなければならない。 
 
（審 査） 



第７条 研究所長は、共同研究申請書の内容に関する事前調査を実施し、共同研究調書を

作成するものとする。 
２ 申請者は、事前調査に協力しなければならない。 
３ 研究所長は、研究所において共同研究審査委員会を設置し、共同研究申請書に共同研

究調書等を添付して、共同研究審査委員会の議案として提出しなければならない。 
４ 共同研究審査委員会は、共同研究申請書及び共同研究調書等を基に、公募要領に定め

る審査基準により審査し、共同研究実施の可否を決定するものとする。この場合におい

て、共同研究審査委員会は、共同研究契約の締結に当たり、共同研究者に対し条件を付

すことができる。 
５ 共同研究審査委員会における審査の結果、共同研究契約締結前の予備検討が必要と判

断された場合は、当該申請における共同研究は不採択とするが、申請者との間で秘密保

持に関する覚書を締結し、共同研究実施に向けた協議を行えるものとする。 
６ 共同研究者を選定する際には、三重県内に本社又は事業所等のある事業者を優先する。 
７ 共同研究者は、別表第４に該当しない者とする。 
８ 共同研究審査委員会の審査員は、研究所長が指名するものとする。 
 
（研究期間が複数年度にわたる共同研究の取扱） 
第８条 共同研究審査委員会は、研究期間が複数年度にまたがることが明らかな場合、又

は国若しくは県他部局等の事業で別に審査がある場合は、複数年度にわたる研究期間全

体を通じて研究内容を審査し、共同研究の可否を決定することができる。ただし、第１

０条に定める共同研究契約は、各年度において締結するものとする。 
 
（実施通知） 
第９条 研究所長は、共同研究審査委員会の結果について、共同研究申請が採択された申

請者に対して共同研究実施通知書（様式第１号）により通知し、共同研究申請が採択さ

れなかった申請者に対して共同研究不採択通知書（様式第２号）により通知するものと

する。 
 
（契 約） 
第１０条 研究所長及び共同研究者は、共同研究を開始するに当たり、共同研究契約書（様

式第３号）を標準として、共同研究契約を締結する。 
 
（契約の変更） 
第１１条 研究所長及び共同研究者は、共同研究契約書の内容に変更が生じた場合は、速

やかに共同研究変更契約書（様式第４号）により、共同研究変更契約を締結するものと

する。 
 
（共同研究の実施） 
第１２条 研究所長及び共同研究者は、共同研究の実施に当たって、研究の進捗状況を定

期的に協議する等、相互に連携を図りながら共同研究を実施するものとする。 



 
（記録の保持） 
第１３条 共同研究を担当する研究所の職員は、共同研究開始前に共同研究者から開示さ

れた技術知識及び共同研究により創出された技術知識について、記録しなければならな

い。 
 
(秘密の保持) 
第１４条 研究所長及び共同研究者は、共同研究の実施に当たり、相手方より開示若しく

は提供を受けた情報、又は相手方より知り得た技術上若しくは営業上の情報について、

相手方の書面による事前の同意なしに、共同研究担当者以外に開示又は漏洩してはなら

ない。ただし、当該情報が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。 
一 相手方から知得した時点で既に公知となっている情報、又は相手方から知得した後

に自己の責に帰すべき事由によることなく公知となった情報であるもの 
二 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であるもの 
三 相手方から知得した時点で既に保有していた情報であるもの 
四 相手方から知得した情報によらないで独自に開発したことが書面により立証できる

情報であるもの 
五 法令又は裁判所の命令により開示を義務づけられている情報であるもの 
六 第４条に定める公募要領において公表するとした情報であるもの 

 
（研究成果の公開、報告書及び情報公開） 
第１５条 研究所長は、共同研究の成果について、原則として公開するものとする。ただ

し、公にすることにより、共同研究者の競争上の地位その他正当な利益を損なうと認め

られるものは、共同研究者と協議の上、公開を控えることができる。 
２ 研究所長及び共同研究者は、各年度末までに共同研究報告書（様式第５号）をそれぞ

れ取りまとめ相互に報告するものとする。この場合において、研究所長及び共同研究者

は、共同研究報告書を公開することができる。 
３ 共同研究報告書以外の文書等の公開は、前条の規定にかかわらず三重県情報公開条例

（平成１１年三重県条例４２号）によるものとする。 
 
（権利の帰属及び出願等） 
第１６条 研究所及び共同研究者は、それぞれ自己に属する研究員が、本共同研究の過程

において発明等を行った場合は、速やかに相手方に通知し、当該発明等に係る知的財産

権の帰属及び持分等の取扱について協議を行うものとする。 
２ 前項で定める協議の結果、研究所及び共同研究者が、それぞれに属する研究員が、本

共同研究の過程において単独で発明等を行ったと認めたときは、単独で当該発明等に係

る特許等の出願（以下「単独出願」という。）ができる。 
３ 第 1 項で定める協議の結果、研究所及び共同研究者が、それぞれに属する研究員が本

共同研究の過程において共同して発明等を行ったと認めたときは、研究所及び共同研究

者は共同して特許等の出願（以下「共同出願」という。）を行うものとする。 



４ 研究所及び共同研究者は、前項に規定する共同出願を行おうとするときには、事前に、

当該発明等に係る知的財産権（以下、「本件知的財産権」という。）の持分を事前に協議

したうえで、別途共同出願契約（共同出願契約書、様式第６号）を締結するものとする。 
５ 第３項の規定にかかわらず、研究所または共同研究者が、相手方の発明等に係る特許

等を受ける権利の持分を譲り受けた場合、単独出願を行うことができる。 
 
（共同出願） 
第１７条 研究所及び共同研究者は、前条第３項により共同出願を行うときは、協議によ

り定めた期間における、当該共同出願に係る特許等（以下、「共有特許等」という。）の

実施について事前に協議のうえ、次の一つを選択するものとする。 
一 研究所及び共同研究者は、共有特許等を第三者へ実施許諾しない。ただし、共同研

究者の指定する者を除く。 
二 研究所及び共同研究者は、共有特許等の第三者への実施許諾を相手方の同意を得た

うえで行うことができる。なお、正当な理由なく、かかる同意を拒んではならない。 
２ 第 1 項の協議により定めた期間は、当該出願を行った日から５年間を最長とする期間

を限度として研究所と共同研究者が協議のうえ定めるものとする。 
３ 前項で定めた期間を経過した後の共有特許等の実施については、原則として、第 1 項

第二号によるものとする。 
 
（共同出願の費用負担） 
第１８条 前条による共同出願に係る経費及び当該共同出願の対象となった共有特許等

の維持にかかる特許料等（以下、総称して「出願等費用」という。）の費用負担につい

ては、前条第１項の選択に応じて以下の各号を適用する。 
一 前条第１項第一号を選択したとき、共同研究者は、前条第２項で定めた期間に係る

「出願等費用」を全額負担しなければならない。 
二 前条第１項第二号を選択したとき、研究所及び共同研究者は、第１６条第４項で定

める本件知的財産権の持分に応じて出願等費用を負担するものとする。 
２ 前条第２項で定めた期間を経過した後の期間に係る出願等費用については、原則とし

て、前項第二号により負担するものとする。 
 
（研究成果の実施における基本的な考え方） 
第１９条 研究所及び共同研究者は、第１６条から第１８条、及び第２０条から第２２条

までに定める研究成果の実施に係る取扱について、以下の事項について留意し、協議・

交渉を行うものとする。 
一 本件知的財産権が、本共同研究の成果として得られたものであること。 
二 研究所の責務として、研究所の研究成果を社会に還元する必要があること。 
三 研究所が本件知的財産権を活用し、自ら商品化又は事業化することがないこと。 
四 本件知的財産権が、第５条に定める研究経費に加えて、それぞれが自己に属する研

究担当者等の人件費を負担し、又、それぞれの施設・設備等を利用して得られた研究

成果であること。 



 
（共有特許等の実施） 
第２０条 当該共有特許等について、共同研究者又は共同研究者の指定する者は実施でき

るものとし、研究所は原則として実施しない。 
２ 前項にかかわらず、研究所は、共有特許等を研究活動のために無償にて実施できるも

のとする。 
３ 第１項に伴い、共同研究者又は共同研究者の指定する者が、共有特許等を実施しよう

とするときは、研究所と別に定める実施契約書を締結するものとし、研究所は共同研究

者又は共同研究者が指定する者に対して、当該共有特許等を実施することに対する研究

所への補償金（以下、「実施補償金」という。）の支払いを求めることができるものとす

る。当該実施保証金の支払に係る条件および金額については、別途研究所及び共同研究

者で協議のうえ決定する。 
 
（第三者実施料） 
第２１条 研究所及び共同研究者は、第１７条第１項の選択に応じて、共有特許等の第三

者への実施許諾ができるものとし、当該実施に係る第三者への実施料（以下「第三者実

施料」という。）について、研究所と共同研究者で事前に協議して定める。この場合に

おいて、研究所及び共同研究者は、第１６条第４項で定める本件知的財産権の持分に応

じて、研究所又は共同研究者に第三者が支払う第三者実施料を配分するものとする。 
 
（単独による実施許諾） 
第２２条 研究所は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条に関わらず、事前に共

同研究者に通知したうえで、単独で第三者に共有特許等の実施を許諾できる。ただし、

研究所は本条項を乱用してはならない。 
 一 共有特許等の実施を制限することが公共の利益を著しく損なう恐れがあると認め

られるとき。 
 二 共有特許等を第三者に実施許諾する場合であって、前条の協議の結果定めた第三者

実施料が公共の利益を著しく損なう恐れがあると認められるとき。 
 
（ノウハウの特定） 
第２３条 研究所及び共同研究者は、本共同研究の結果、ノウハウに該当するものが生じ

た場合には、協議のうえ、速やかに書面にて特定するものとする。 
２ 前項に従って特定されたノウハウは、相手方の書面による承諾なく第三者に開示、漏

洩してはならない。ノウハウを秘匿すべき期間は、研究所と共同研究者で協議のうえ定

めるものとする。 
 
（ノウハウの取扱） 
第２４条 本共同研究の結果生じたノウハウの取扱いについては、第１６条から第２２条

における発明等の取扱いに準じるものとし、第１９条の研究成果の実施における基本的

な考え方を踏まえ、研究所と共同研究者による協議のうえ、別途決定するものとする。 



 
（産業廃棄物に係る共同研究の取扱） 
第２５条 産業廃棄物に関連する共同研究においては、他の条項に加えて、次の各号を適

用するものとする。 
 一 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第５号に

規定される特別管理産業廃棄物を直接の原料とした製品化に関する研究は、共同研究

の対象としないものとする。 
 二 産業廃棄物を原料に含む研究所以外の者が開発した商品について、新たな用途を開

発することを目的とする研究は、共同研究の対象としないものとする。 
 三 研究所又は共同研究者が所有又は管理しない土地等を使用して行う研究は実施し

ないものとする。ただし、食品由来廃棄物等で安全性に合理的理由のある場合を除く。 
 四 共同研究者は、共同研究申請書提出時に、研究対象とする産業廃棄物に関する成分、

溶出試験結果及び製造方法等を添付するものとする。 
 五 研究所長は、事前調査において必要がある場合は、他研究所又は他機関の専門家の

意見を聴取するものとする。 
 六 研究所が研究対象とする産業廃棄物に関する成分等の提出を条件として採択した

場合において、共同研究者は、環境計量証明事業登録機関による分析結果を提出しな

ければならない。 
 七 共同研究実施期間中において、研究対象とする産業廃棄物に関する成分及び製造方

法等の情報について、研究所長が共同研究者に求めた場合は、共同研究者は、これら

に関する情報を提出しなければならない。この場合において、必要となる費用は共同

研究者の負担とする。 
 八 研究所及び共同研究者は、共同研究の実施期間中において生じた成果物又は生産物

を商品として流通させないものとする。ただし、食品由来廃棄物等で安全性に合理的

理由のある場合を除く。 
 
（共同研究の中止） 
第２６条 研究所及び共同研究者は、天災その他研究遂行上やむを得ない事由があるとき

は、両者協議のうえ、本共同研究を中止することができる。この場合において、研究所

及び共同研究者は、相手方が受けた一切の損害について賠償する責を負わないものとす

る。 
 
（契約に係る研究所の解除権） 
第２７条 研究所は、共同研究者が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除

することができる。 
一 共同研究者の責に帰すべき理由により、本契約の目的を達することができないと認

められるとき。 
二 前号に掲げる場合のほか、共同研究者が本契約に違反し、その違反により本契約の

目的を達することができないと認められるとき。 
三 本契約に関し、共同研究者が不正又は不誠実な行為をしたと研究所が認めたとき。 



四 「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条

の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受け

たとき。 
五 三重県の締結する物件関係契約に関し、暴力団員等による不当介入を受けたにもか

かわらず、警察への通報若しくは発注者への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を

行ったと認められるとき。 
 
（契約に係る共同研究者の解除権） 
第２８条 共同研究者は、次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除すること

ができる。 
一 甲の責に帰すべき理由により、本契約の目的を達することができないと認められる

とき。 
二 前号に掲げる場合のほか、甲が本契約に違反し、その違反により本契約の目的を達

することができないと認められるとき。 
三 本契約に関し、甲が不正又は不誠実な行為をしたと乙が認めたとき。 

 
（適用の特例） 
第２９条 研究所長は、共同研究者が大学法人、国公立試験研究機関若しくは独立行政法

人等で共同研究者の共同研究に関する定めを優先する場合、国若しくは県他部局等の事

業で要綱等に定めがある場合、又はその他特別の事情があると認められる場合は、この

要領の規定にかかわらず、相手方の共同研究に関する定めの全部又は一部を適用するこ

とができる。この場合において、研究所長は、共同研究要綱等適用除外説明書（様式第

７号）を作成するものとする。 
 
（雑則） 
第３０条 研究所長は、研究費の負担区分及び審査その他必要な事項については、この要

領の規定にかかわらず、その特例を定めることができる。 
 
（管轄裁判所） 
第３１条 この契約に関する訴訟については、研究所の事務所の所在地を管轄する裁判所

を管轄裁判所とする。 
 
 
附則 この要領は、２０１３（平成２５）年４月１０日から適用する。 
附則 一部改正し、２０１４（平成２６）年２月２５日から適用する。 
附則 一部改正し、２０１５（平成２７）年４月２７日から適用する。 
附則 一部改正し、２０１７（平成２９）年２月１６日から適用する。 
附則 一部改正し、２０１８（平成３０）年２月１９日から適用する。 
 
 



別表第１（第４条第２項関係） 

一  研究計画の概要、あるいは事業の目的等 

二  研究予定期間 

三  応募資格 

四  共同研究者に求める研究能力 

五  共同研究に要する費用の負担 

六  知的財産の出願及び実施に関する取扱 

七  研究成果の公表に関する取扱 

八  審査の方法、審査基準、及び審査結果の公表 

九  共同研究を担当する課・室名、住所及び連絡先 

十  申請期間及び申請先 

十一 応募方法及び共同研究申請書等 

十二 法の遵守に関する喚起 

十三 その他必要な事項 

 

別表第２（第４条第３項関係） 

一  研究所の研究能力（人的・設備的能力等）との整合性 

二  共同研究申請内容の技術的妥当性と見込まれる効果 

三  研究所として取り組む必要性、緊急性 

四  共同研究者の研究開発能力 

五  共同研究の対象とする材料等に関する法的規制及び安全性 

六  共同研究者の県内における事業化計画 

七  研究所の研究費用及び出願等費用に関する共同研究者の負担意思 

八  その他必要な事項 

 



別表第３（第５条関係） 

共同研究の区分（第３条第１項） 共同研究者の研究費負担割合 

一 研究所が行う研究開発を効果的、効率

的に進めることを目的に、実施する共同

研究（研究促進型） 

原則として、自らが分担する研究に要する費用

を負担する。 

二 研究所が有する研究成果・技術等を

活用・発展させることを目的に、実施す

る共同研究（シーズ活用型） 

原則として、自らが分担する研究に要する費用

のほか、研究所が分担する研究に要する費用

の全額を負担する。このとき原則として研究費の

30％は間接経費とする。 

三 共同研究者の技術課題の解決等を目

的に、研究所が保有する研究成果、知

見及び設備等を活用して実施する共同

研究（ニーズ対応型） 

自らが分担する研究に要する費用のほか、研究

所が分担する研究に要する費用の全額を負担

する。このとき原則として研究費の30％は間接

経費とする。 

 

別表第４（第７条第７項関係） 

一 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２項に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

二 暴力団員（同法第２条第６項に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

三 暴力団関係者（暴力団員のほか、暴力団、暴力団員に協力し、若しくは関与する等これと

関わりを持つ者又は集団的若しくは常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある組織

の関係者として警察等捜査機関からの通報があった者若しくは警察捜査機関が確認した

者。以下同じ。） 

四 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を与える目的を持っ

て、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用した者 

五 暴力団又は暴力団関係者に資金等の供給、資材等の購入など積極的に暴力団の維持、

運営に協力し、又は関与している者 

六 暴力団又は暴力団関係者と密接な関係を有している者（密接な関係とは、友人又は知人

として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするなどの交遊をしている場合をいう。この場

合、特定の場所で偶然出会った場合は含まないが、年１回でもその事実がある場合は当

該要件に該当する。） 

七 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者（社会的に非難

される関係とは、たとえば、暴力団事務所の新築等に係る請負契約を結び、又は暴力団関

係者が開催するパーティー等その他の会合に招待し、招待され、若しくは同席するような

関係を含む。この場合、特定の場所で偶然出会った場合等は含まない。） 

八 暴力団関係者であると知りながら、これを不当に利用した者 

九 三重県税または地方消費税を滞納している者 



十 三重県の建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を受けている期間

中である者 

十一 三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間中であ

る者 

 
 


